
1　重要な会計方針

（１）公益法人会計基準

　「公益法人会計基準」（平成20年　4月11日　内閣府公益認定等委員会）を適用している。

（２）引当金の計上基準

　退職給付引当金は期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

（３）外国債の評価基準

　満期保有目的のため取得原価により計上している。

（４）固定資産の減価償却の方法

　什器備品の減価償却は定額法を採用している。

2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

748,000,000 0 0 748,000,000

748,000,000 0 0 748,000,000

1,826,400 551,600 0 2,378,000

10,298,071 8,467,160 10,298,071 8,467,160

　　基金積立預金 50,000,000 0 3,000,000 47,000,000

62,124,471 9,018,760 13,298,071 57,845,160

810,124,471 9,018,760 13,298,071 805,845,160

3　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味
財産からの充
当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

748,000,000（ 748,000,000） - -

748,000,000（ 748,000,000） - -

2,378,000 - - （ 2,378,000）

8,467,160（ 8,467,160） - -

　　基金積立預金 47,000,000 - （ 45,486,257 ） -

57,845,160（ 8,467,160） （ 45,486,257 ） （ 2,378,000）

805,845,160（ 756,467,160） （ 45,486,257 ） （ 2,378,000）

　特定資産

　　退職給付引当預金

小　　　計

合　　　計

７

平成２８年度　財務諸表に対する注記

科　　　目

　基本財産

　　　　定期預金

小　　　　計

　　外国債

　特定資産

　　退職給付引当預金

　　外国債

小　　　計

合　　　計

科目

　基本財産

　　　　　定期預金

小計

1



4　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 当期末残高

240,000 239,999 1

5　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額及び時価

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額及び時価は、次のとおりである。

帳簿価額 額　面

（単位：円）

外国債

8,467,160 102,000 8,755,680 Ｈ３１．３．２６

6　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金額

　　基本財産受取利息振替額 △ 280,932

△ 2,447,811

△ 2,728,743

1　基本財産及び特定資産の明細

　財務諸表に対する注記に記載しているので省略する。

2  引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引
当金

1,826,400 551,600 0 0 2,378,000

種類及び銘柄

　附　属　明　細　書

ﾄﾖﾀﾓｰﾀｰﾌｧｲﾅﾝｽ(ﾈｻﾞｰﾗﾝﾄﾞ)豪ド
ル建債

内　容

　経常収益への振替額

　　寄附金振替額

合　　　計

償還日

1AUD＝85.84円
(H28.3末現在）

時 価

（単位：豪ドル）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

科　　　目 減価償却累計額

　什器備品

８
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